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23年度 24年度 25年度 14,612 14,612 25年度 26年度 27年度 15,420 15,420

1 総
救急救命士の
養成及び育成

救急救命士の養成
及び救急救命士の
知識・技術向上の
ため

救急隊
員・救
急救命
士

政
策

救急救命士
の養成、研
修人数

救命士の養
成２人
再研修等
２０人

救命士の養
成２人
再研修等
２３人

救命士の養
成２人
再研修等
２３人

6,767
計２３人
完了

新規救急救命士の継
続的な養成と資格取
得後の再教育及び認
定取得研修が予定ど
おりすべて実施でき
た。

Ａ 救急救命士の養
成及び育成

救急救命士の
養成及び救急
救命士の知
識・技術向上
による質の高
い救急サービ
スの維持

救急隊
員・救
急救命
士

定
例
定
型

救急救命士
の養成、研
修人数

救命士の養
成２人
再研修等
２５人

救命士の養
成２人
再研修等
２６人

救命士の養
成２人
再研修等
２６人

6,990

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

1
救急救命士の
養成及び育成

救急救命士の
継続的な養成
（人選、派遣
手続）

養成人数 ２人 ２人 4,342
救急救命士の養
成及び育成

救急救命士の
継続的な養成
（人選、派遣
手続）

養成人数 ２人 4,343

業
務
計
画

維
持

1
救急救命士の
養成及び育成

救急救命士就
業後研修への
派遣（人選、
派遣手続）

派遣人数 １６人 １５人 900
救急救命士の養
成及び育成

救急救命士就
業後再研修へ
の派遣（人
選、派遣手
続）

派遣人数 １７人 1,020

業
務
計
画

増
や
す

1
救急救命士の
養成及び育成

救急救命士就
業前研修への
派遣（人選、
派遣手続）

派遣人数 ３人 ２人 200
救急救命士の養
成及び育成

救急救命士就
業前研修への
派遣（人選、
派遣手続）

派遣人数 ３人 300

業
務
計
画

維
持

1
救急救命士の
養成及び育成

救急救命士気
管挿管、薬剤
投与研修への
派遣（人選、
派遣手続）

派遣人数 計４人 ４人 1,060
救急救命士の養
成及び育成

救急救命士気
管挿管、薬剤
投与研修への
派遣（人選、
派遣手続）

派遣人数 計３人 1,060

業
務
計
画

減
ら
す

1
救急救命士の
養成及び育成

救命士が活動
する際の賠償
保険加入/感
染性廃棄物の
処理委託

救急救命士賠
償責任保険の
加入人数/感
染性廃棄物の
処理委託件数

保険は全
救命士
44人/委
託件数
72件

保険４３
人/委託
件数72
件

265
救急救命士の養
成及び育成

救命士が活動
する際の賠償
保険加入/感
染性廃棄物の
処理委託

救急救命士
賠償責任保
険の加入人
数/感染性
廃棄物の処
理委託件数

保険は全
救命士４
６人/委
託件数
72件

267

業
務
計
画

増
や
す

2 総
救助隊員の教
育及び訓練実
施事業

救助隊員の知識、
技術の向上を図る
と共に安全管理能
力の向上を図る。

救助隊
員

定
例
定
型

訓練の実施
率／
各大会への
選手派遣数

１００％
３０人

１００％
３０人

１００％
３０人

206

訓練は
100
％実施／
指導会関
係は７６
人派遣

訓練、研修は、予定
どおり実施できてお
り、各指導会等は予
定を上回る人数を派
遣することができ
た。

Ａ
救助隊員の教育
及び訓練実施事
業

救助隊員の知
識、技術の向
上を図ると共
に安全管理能
力の向上を図
る。

救助隊
員

定
例
定
型

訓練の実施
率／
各大会への
選手派遣数

１００％
３０人

１００％
３０人

１００％
３０人

105 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

2
救助隊員の教
育及び訓練実
施事業

救助隊員の各
種訓練、研修
を実施する

隊ごとに個々
に訓練計画を
策定し、訓練
を実施した実
施率

２４回 ２４回 141
救助隊員の教育
及び訓練実施事
業

救助隊員の各
種訓練、研修
を実施する

隊ごとに個々
に訓練計画を
策定し、訓練
を実施した実
施回数

２４回 40
維
持

2
救助隊員の教
育及び訓練実
施事業

湘南地区訓練
会、県、関
東、指導会、
全国大会への
職員派遣

派遣人数 ３０人 ７６人 65
救助隊員の教育
及び訓練実施事
業

湘南地区訓練
会、県、関
東、指導会、
全国大会への
職員派遣

派遣人数 ３０人 65
維
持

3 総

救急、救助に
係る業務内容
の検討、調査
及び指導

救急救助業務実施
について、国から
の通知等に対応し
連絡調整を行うこ
ととする。

救急隊
員・救
助隊員

定
例
定
型

国、県、地
区等からの
通知、指針
等を周知、
指導した割
合

１００％ １００％ １００％
100%
対応

適切に検討、指導で
きており、業務に反
映され、対応でき
た。

Ａ
救急、救助に係
る業務内容の検
討、調査及び指
導

国等からの通知
等に基づくもの
や本市の実情に
ついて検討、調
査、指導し、救
急、救助業務の
充実に結びつけ
る。

救急
隊・救
助隊

定
例
定
型

国、県、地区
等からの通知
等に基づく調
査・検討や本
市の実情に則
した体制を構
築するための
調査・検討の
実施率

１００％ １００％ １００％

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

3

救急、救助に
係る業務内容
の検討、調査
及び指導

国や県からの
指針に基づい
た指導等に対
しての調整、
改善

指導に対して
対応した執行
率

１００％ １００％

救急、救助に係
る業務内容の検
討、調査及び指
導

国、県等からの
通知等に基づい
た調査・検討及
び指導

調査・検
討・指導の
実施率

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

3

救急、救助に
係る業務内容
の検討、調査
及び指導

救急、救助に係
る業務内容の検
討、調査及び指
導

増加している
救急件数に対
応できる体制
を構築するた
めの調査・検
討

調査・検討
の実施

４月

業
務
計
画

予
算
な
し

4 総

ＡＥＤ（自動
体外式除細動
器）の整備及
び運用

救急救助業務実施
にあたっての調査
研究を行い、ＡＥ
Ｄでの早期除細動
実施により、救命
率の向上を目指
す。

市民・
事業所
職員

政
策

バッテリー
交換数
電極パッド
交換数

５１台/
１７５組

1４台/
１７５組

４４台/
１８２組

2,477
１７台／
１４４組
交換

市で設置したＡＥＤ
の消耗品の定期交換
等の整備は遅滞なく
完了した。

Ａ
ＡＥＤ（自動体
外式除細動器）
の維持、管理及
び普及

市内の公共施設に
設置したＡＥＤを
定期的に管理する
ことにより、いつ
でも使用できる状
態を維持し、救命
率の上昇に結びつ
ける。

市民・
事業所
職員な
ど

定
例
定
型

バッテリー
の交換数
電極パッド
の交換数

４４台/
１８２組

６８台/
１４８組

１１台/
１８２組

4,149

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

4

ＡＥＤ（自動
体外式除細動
器）の整備及
び運用

自動体外式除
細動器
（AED）の
維持・管理

全設置台数の
うちバッテ
リー交換が必
要な台数/交
換パッド組数

１４台/
１８５組

１７台/
１４４組

2,477
ＡＥＤ（自動体
外式除細動器）
の整備及び運用

ＡＥＤ（自動
体外式除細動
器）の維持・
管理

全設置台数の
うちバッテ
リー交換が必
要な台数/交
換パッド組数

４４台/
１８２組

4,149

業
務
計
画

増
や
す

5 総

湘南地区メ
ディカルコン
トロール（地
域医療機関と
の連携）事業

救急搬送後、処置
内容を医師に検証
してもらい職員に
フィードバックさ
せ、以後の現場活
動に反映させる。

救急隊
員・救
急救命
士

政
策

協議会内の
セミナー・
各部会等開
催回数

６５回 ６５回 ６５回 1,459

各部会、
セミナー
述べ７１
回出席

各研修会への派遣、
各部会への出席、二
次検証の実施、救命
行為の指示要請等が
円滑に実施できた。

Ａ

湘南地区メディ
カルコントロー
ル（地域医療機
関との連携）事
業

メディカルコ
ントロール体
制を確立し、
救急隊員の資
質の向上を目
指す。

救急隊
員・救
急救命
士

定
例
定
型

協議会内の
セミナー・
各部会等開
催回数

６５回 ６５回 ６５回 1,554

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

5

湘南地区メ
ディカルコン
トロール（地
域医療機関と
の連携）事業

湘南地区メディ
カルコントロー
ル協議会が開催
する教育研修へ
の派遣等

派遣回数 年１６回 １６回

湘南地区メディ
カルコントロー
ル（地域医療機
関との連携）事
業

湘南地区メディ
カルコントロー
ル協議会が開催
する教育研修へ
の派遣等

派遣回数 年１６回

業
務
計
画

予
算
な
し

5

湘南地区メ
ディカルコン
トロール（地
域医療機関と
の連携）事業

各種事後検証
作業・検証票
印刷を実施

事後検証作業
への派遣回数

年１２回 １２回 412

湘南地区メディ
カルコントロー
ル（地域医療機
関との連携）事
業

各種事後検証
作業・検証票
印刷を実施

事後検証作業
への派遣回数

年１２回 461

業
務
計
画

維
持

5

湘南地区メ
ディカルコン
トロール（地
域医療機関と
の連携）事業

医師からの指
示に対する特
定行為の実施

現場での救命
行為への医師
の指示回数

救命行為
全件数

１７５回 525

湘南地区メディ
カルコントロー
ル（地域医療機
関との連携）事
業

医師からの指
示に対する特
定行為の実施

現場での救
命行為への
医師の指示
回数

救命行為
全件数

570

業
務
計
画

維
持

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

救命課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
救急業務の高度化を図り、質の高い救急サービス

を提供する

救命課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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23年度 24年度 25年度 14,612 14,612 25年度 26年度 27年度 15,420 15,420

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

救命課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
救急業務の高度化を図り、質の高い救急サービス

を提供する

救命課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

5

湘南地区メ
ディカルコン
トロール（地
域医療機関と
の連携）事業

湘南地区メ
ディカルコン
トロール協議
会との連絡調
整

調整会議等に
対応した数

定期的及
び随時開
催される
会議等の
数

５５回 522

湘南地区メディ
カルコントロー
ル（地域医療機
関との連携）事
業

湘南地区メ
ディカルコン
トロール協議
会との連絡調
整

調整会議等
に対応した
数

定期的及
び随時開
催される
会議等の
数

523

業
務
計
画

維
持

6 総
救命講習会拡
大事業

救急現場で一般市
民の行う応急手当
が傷病者の生命、
予後に大きな影響
を与える事を広
め、普及協力者を
育成する。

市内在
住在勤
者・普
及員・
指導員

政
策

各種救命講
習会の累計
受講者数

35,000人 40,000人 45,000人 3,309

延べ
42,328
人
受講

定期的な講習会及び
随時申込みによる講
習会に対し、１０
０％対応することが
でき、年度では６，
０５５人が受講し
た。

Ａ 救命講習普及啓
発事業

普及協力者を
育成し、救命
に対する啓発
を図り、救命
法を広く市民
に普及させ、
救命率の上昇
に結びつけ
る。

市内在
住在勤
者・普
及員・
指導員

定
例
定
型

各種救命講
習会の累計
受講者数
（平成６年
度からの）

45,000人 50,000人 55,000人 1,441

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

年間5,000
人
以上

（平成６年
度から平成
２７年度ま
での延べ受
講者数
55, 000
人）

なし
維
持

6
救命講習会拡
大事業

応急手当講習
会の実施

講習会実施回
数

年５０回
以上

５０回
救命講習普及啓
発事業

応急手当講習
会の実施

講習会実施
回数

年５０回
以上

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

３，０００
人

講習会の受
講者数 25

定期開催の講習
会及び随時申し
込まれる講習会
の普及啓発及び
指導員の養成と
モチベーション
維持のための環
境整備・研修会
の実施

予
算
な
し

6
救命講習会拡
大事業

普通救命講習
会の実施

講習会実施回
数

年１１０
回以上

１０２回
救命講習普及啓
発事業

普通救命講習
会の実施

講習会実施
回数

年１００
回以上

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

２，０００
人

受講者数 25

定期開催の講習
会及び随時申し
込まれる講習会
の普及啓発及び
指導員の養成と
モチベーション
維持のための環
境整備・研修会
の実施

予
算
な
し

6
救命講習会拡
大事業

上級救命講習
会の実施

実施回数（随
時含む）

年３回以
上

４回
救命講習普及啓
発事業

上級救命講習
会の実施

講習会実施
回数

年２回以
上

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

60人
受講者数 25

定期開催の講習
会及び随時申し
込まれる講習会
の普及啓発及び
指導員の養成と
モチベーション
維持のための環
境整備・研修会
の実施

予
算
な
し

6
救命講習会拡
大事業

応急手当普及
員講習会を実
施

実施回数 年３回 ３回
救命講習普及啓
発事業

応急手当普及
員養成講習会
の実施

実施回数 年２回

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

30人
受講者数 25

定期開催の講習
会及び随時申し
込まれる講習会
の普及啓発及び
指導員の養成と
モチベーション
維持のための環
境整備・研修会
の実施

予
算
な
し

6
救命講習会拡
大事業

応急手当普及
員に対する研
修会を実施

実施回数 年１５回 １５回
救命講習普及啓
発事業

応急手当普及
員に対する研
修会の実施

実施回数 年９回

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

９回
普及員に対
する研修会
の数

25

定期開催の講習
会及び随時申し
込まれる講習会
の普及啓発及び
指導員の養成と
モチベーション
維持のための環
境整備・研修会
の実施

予
算
な
し

6
救命講習会拡
大事業

応急手当等の
講習会資器材
の管理

資器材の整備
率

１００％ １００％ 3,309
救命講習普及啓
発事業

講習会実施の
ための物品・
資器材の整備

整備率 １００％ 1,441

業
務
計
画

維
持

7 総
市内医療機関
との連携及び
調整事業

災害時等における
市内救急医療機関
との連携体制の維
持

市内医
療機関

定
例
定
型

連絡調整会
議実施数

　２回 　２回 　２回 1
連絡会議
２回

市内救急医療機
関と連絡会議を
行い、救急業務
を円滑に行うこ
とができた。

Ａ
市内医療機関と
の連携及び調整
事業

患者の要望
に沿った救
急搬送が可
能となるよ
うな環境を
整える。

市民

定
例
定
型

連絡調整会
議実施数

１回以上 １回以上 １回以上 68 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

7
市内医療機関
との連携及び
調整事業

災害時等にお
ける市内救急
医療機関との
連携体制の維
持

連絡調整会議
の実施/災害
派遣出動回数

２回/年
間１０回
を想定

２回／該
当出動な
し

1
市内医療機関
との連携及び
調整事業

災害時等にお
ける市内救急
医療機関との
連携体制の維
持

連絡調整会
議の実施/
災害派遣出
動回数

２回/年
間
１０回を
想定

68
維
持

8 総
救急統計及び
救助統計事務

救急・救助業務実
施について、国、
県、各病院との連
絡調整を行うこと
とする。

国県・
湘南地
区Ｍ
Ｃ・病
院

定
例
定
型

国、県、地
区ＭＣ、医
療機関等か
らの照会に
対応した割
合

100% 100% 100%
１００％
対応

国、県、地区、
医療機関等に対
し、遅滞なく対
応した。

Ａ 救急統計及び救
助統計事務

抽出された
データ等を基
に業務を実施
する上での改
善や方向性を
見い出す。

国・
県・湘
南地区
ＭＣ・
病院

定
例
定
型

国、県、地
区ＭＣ、医
療機関等か
らの照会に
対応した率

１００％ １００％ １００％ 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

8
救急統計及び
救助統計事務

国、県、病院
等への報告事
務

照会等に対応
した率

１００％
１００％
（延べ３
８回）

救急統計及び救
助統計事務

国、県、地
区、病院等へ
の報告事務

照会等に対
応した率

１００％

予
算
な
し

9 総
安心カプセ
ル・安心カー
ド推進事業

必要とする市民に
配付することによ
り、救急活動現場
等において、迅速
な情報収集に役立
てる。

市民
政
策

安心カード
セット配布
数

5,000セッ
ト

4,000セッ
ト

4,000セッ
ト

393

カプセル
 4,200
個

カード
18,600
枚

カードの配布は目標
の９３％であった
が、カプセルについ
ては、目標の
105％配布するこ
とができた。

Ａ
安心カプセル・
安心カード推進
事業

救急活動にお
いて、患者に
関する必要な
情報を迅速に
得やすくす
る。

市民

定
例
定
型

安心カプセ
ルとカード
の配布数

カプセル
 4,000個
カード
20,000枚

カプセル
 4,000個
カード
20,000枚

カプセル
 4,000個
カード
20,000枚

414

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
安心カプセ
ル・安心カー
ド推進事業

医療情報を記
入できるカー
ドとカードを
収納するカプ
セルを配布

市民への配布
数

カプセル
 4,000
個
カード
20,000
枚

カプセル
 4,200
個
カード
18,600
枚

393
安心カプセル・
安心カード推進
事業

医療情報を記
入できるカー
ドとカードを
収納するカプ
セルを配布

市民への配
布数

カプセル
 4,000
個
カード
20,000
枚

414

業
務
計
画

維
持

10 総
救急隊員の教
育及び訓練実
施事業

救急隊員の知識、
技術の向上を図
る。

救急隊
員

定
例
定
型

研修・訓練
を実施した
率

１００％ １００％ １００％ 100%

課ごとに救急隊全体
研修を２回実施し
た。
病院との連携訓練を
１回実施した。

Ａ
救急隊員の教育
及び訓練実施事
業

高度化してく
る救急業務に
対し、円滑に
対応できるよ
うにする。

市民

定
例
定
型

研修・訓練
を実施した
率

１００％
（救急隊全
体研修4回/
合同訓練1
回）

１００％
（救急隊全
体研修4回/
合同訓練1
回）

１００％
（救急隊全
体研修4回/
合同訓練1
回）

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

10
救急隊員の教
育及び訓練実
施事業

救急隊員に対
し各種研修・
訓練を実施す
る

研修・訓練実
施計画を策定
し、実施した
実施率

１００％

１００％
（研修２
回／訓練
１回）

救急隊員の教育
及び訓練実施事
業

救急隊員に対
し各種研修・
訓練を実施す
る

研修・訓練
実施計画を
策定し、実
施した実施
率

１００％

予
算
な
し

10
救急隊員の教
育及び訓練実
施事業

救急隊員の教育
及び訓練実施事
業

医療機関などに
おいての救急隊
員全体の教育体
制構築に係る調
査・検討

調査・検討
の実施

４月

予
算
な
し

11 総
救急車利用適
正化事業

救急車利用の適正
化を図るための啓
発活動

市民等

定
例
定
型

不適正利用
率

１５％
未満

１５％
未満

１５％
未満

軽症搬送
者の内
15％未
満

高齢化や節電による
高温化、厳冬などに
よる背景で要請が昨
年より増加し、活動
指標では、推し量れ
ないものがあるが、
今後とも啓発は必要
である。

Ａ 救急車利用適正
化事業

救急車の利
用について
の適正化を
図る。

市民等

定
例
定
型

不適正利用
率／啓発活
動の実施

１５％未満
／４回以上

１５％未満
／４回以上

１５％未満
／４回以上

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 14,612 14,612 25年度 26年度 27年度 15,420 15,420

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

救命課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
救急業務の高度化を図り、質の高い救急サービス

を提供する

救命課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

11
救急車利用適
正化事業

イベント、広報
紙等複数の媒体
等を利用しての
啓発活動／不適
正利用率の調査

不適正利用率

軽症搬送
者の内
15％未
満

1.4％
救急車利用適正
化事業

不適正利用率の
調査／イベン
ト、広報紙等の
媒体を利用して
の啓発活動

不適正利用
率／啓発活
動数

軽症搬送
者の内１
５％未満
／４回以
上

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総
救命講習会資
器材整備事業

救命講習会資器
材整備事業

老朽化してきた
救命講習会資器
材の心肺蘇生訓
練人形及びＡＥ
Ｄ（自動体外式
除細動器）ト
レーナーの更新

市民
政
策
更新数 各５器 各５器 各５器 699

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

12
救命講習会資
器材整備事業

救命講習会資器
材整備事業

講習会資器材
の更新

更新数 各５器 699

業
務
計
画

維
持

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震・津波
等を伴う諸現象による
同時多発的災害が発生
した場合に、被害を軽
減し、災害応急対策活
動を迅速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

既存の計画やマニュ
アルの検証を行い、
実情に則した見直し
を行った。

Ａ 災害応急対策活
動

地震・津波等を伴
う諸現象による同
時多発的災害が発
生した場合に、被
害を軽減し、災害
応急対策活動を迅
速的確に対処する

全市民
等

定
例
定
型

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

茅ヶ崎市消防計
画における課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

消防計画の検
証及び見直し

４月 ４月
災害応急対策活
動

茅ヶ崎市消防計
画における課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

消防計画の
検証及び見
直し

４月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害応急対策活
動マニュアルに
基づく課（班）
の連携活動の運
用及び検証

運用に基づい
たマニュアル
の検証及び見
直し

４月 ４月
災害応急対策活
動

災害応急対策活
動マニュアルに
基づく課（班）
の連携活動の運
用及び検証

運用に基づい
たマニュアル
の検証及び見
直し

４月

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務 庁内共通事務 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し


